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我が国の景気は、輸出が引き続き弱含むなかで、製造業を中心に弱さが一段と増し

ているものの、緩やかに回復しており、先行きについても、雇用・所得環境の改善、

各種施策の効果もあって、緩やかな回復が続くことが期待されています。 

こうしたなか、国においては、自然災害からの復旧・復興を加速するとともに、経

済の下振れリスクを確実に乗り越え、持続的な経済成長の実現を目指しています。

また、社会保障制度を次世代に引き渡す責任を果たすためにも、財政の持続可能性

を維持することが重要であるとしています。 

本市においては、第5次大村市総合計画に掲げる６つの基本目標を柱とし、子育て

や教育環境の充実に努めるとともに、モーターボート競走事業収益基金を活用した新

幹線新大村駅（仮称）周辺整備事業や、老朽化した公共施設等の整備に重点的に配分

した予算編成といたしました。 

 

増減額

（Ａ）－（Ｂ）

41,160,000 44,200,000 △ 3,040,000 △ 6.9

17,644,941 17,366,090 278,851 1.6

国 民 健 康 保 険 事 業 9,228,460 9,202,983 25,477 0.3

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 1,045,711 1,006,821 38,890 3.9

介 護 保 険 事 業 7,170,267 7,150,031 20,236 0.3

工 業 団 地 整 備 事 業 200,503 6,255 194,248 3105.5

139,913,484 124,022,292 15,891,192 12.8

病 院 事 業 1,300,473 1,260,710 39,763 3.2

水 道 事 業 4,322,006 4,214,454 107,552 2.6

工 業 用 水 道 事 業 577,662 708,378 △ 130,716 △ 18.5

下 水 道 事 業 5,201,619 5,457,539 △ 255,920 △ 4.7

農 業 集 落 排 水 事 業 644,522 649,373 △ 4,851 △ 0.7

モーターボート競走事業 127,867,202 111,731,838 16,135,364 14.4

198,718,425 185,588,382 13,130,043 7.1

※公営企業会計は、収益的支出と資本的支出の合計額（税込）

（単位：千円、％）

会 計 区 分
令和２年度

（Ａ）
令和元年度

（Ｂ）
増減率

一　般　会　計

特　別　会　計

公 営 企 業 会 計

 合 計

１ 予算編成にあたり 

２ 予算の規模 

市民一人ひとりと向き合う予算 

( ４ １  １億     6 千万円 ) 
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（１）歳入の状況

3 予算の状況（一般会計） 

金額 構成比 金額 構成比 増減額 増減率

1 市 税 11,603,884 28.2 11,472,310 26.0 131,574 1.1

2 地 方 譲 与 税 305,982 0.8 300,000 0.7 5,982 2.0

3 利 子 割 交 付 金 10,000 0.0 22,000 0.0 △ 12,000 △ 54.5

4 配 当 割 交 付 金 30,000 0.1 50,000 0.1 △ 20,000 △ 40.0

5
株 式 等 譲 渡 所 得 割
交 付 金 20,000 0.1 40,000 0.1 △ 20,000 △ 50.0

6 法 人 事 業 税 交 付 金 50,000 0.1 0 0.0 50,000 皆増

7 地 方 消 費 税 交 付 金 1,800,000 4.4 1,700,000 3.8 100,000 5.9

8
ゴ ル フ 場 利 用 税
交 付 金 19,000 0.0 19,000 0.0 0 0.0

9 環 境 性 能 割 交 付 金 30,000 0.1 0 0.0 30,000 皆増

10
国 有 提 供 施 設 等
所 在 市 助 成 交 付 金 139,615 0.3 126,923 0.3 12,692 10.0

11 地 方 特 例 交 付 金 50,000 0.1 110,000 0.3 △ 60,000 △ 54.5

12 地 方 交 付 税 5,500,000 13.4 5,750,000 13.0 △ 250,000 △ 4.3

13
交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金 15,000 0.0 15,000 0.0 0 0.0

14 分 担 金 及 び 負 担 金 194,366 0.5 565,275 1.3 △ 370,909 △ 65.6

15 使 用 料 及 び 手 数 料 722,569 1.8 746,048 1.7 △ 23,479 △ 3.1

16 国 庫 支 出 金 8,988,488 21.8 9,009,707 20.4 △ 21,219 △ 0.2

17 県 支 出 金 4,194,095 10.2 3,714,173 8.4 479,922 12.9

18 財 産 収 入 57,158 0.1 98,435 0.2 △ 41,277 △ 41.9

19 寄 附 金 300,121 0.7 300,001 0.7 120 0.0

20 繰 入 金 2,643,466 6.4 3,418,967 7.7 △ 775,501 △ 22.7

21 繰 越 金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

22 諸 収 入 1,931,355 4.7 3,035,560 6.9 △ 1,104,205 △ 36.4

23 市 債 2,554,900 6.2 3,676,600 8.3 △ 1,121,700 △ 30.5

自動車取得税交付金 (廃款) 0 0.0 30,000 0.1 △ 30,000 皆減

41,160,000 100.0 44,200,000 100.0 △ 3,040,000 △ 6.9合 計

（単位：千円、％）

区　　分
令2元年度 令和元年度 比較
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○ 主な増減内容

① 市税

 個人市民税、固定資産税の増などにより、131,574 千円（1.1％）の増加とな

りました。 

② 地方交付税

特別交付税の減により、250,000 千円（4.3％）の減少となりました。 

③ 分担金及び負担金

保育料の減などにより、370,909 千円（65.6％）の減少となりました。 

④ 国・県支出金

教育・保育施設給付事業、野菜振興事業（施設等整備事業）の増などにより、

458,703 千円（3.6％）の増加となりました。 

⑤ 市債

新幹線新大村駅（仮称）周辺整備事業の減や、新中地区公民館（仮称）建設事

業の完了などにより、1,121,700 千円（30.5％）の減少となりました。 

10,383 10,830 11,113 11,472 11,604 

6,100 5,650 5,750 5,750 5,500 

11,051 13,225 13,643 12,851 13,322 

3,444 
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6,852 
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8,179 

37,830 
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市債
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地方交付税

市税

単位：百万円
歳 入
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（2）歳出の状況（性質別）

金 額 構成比 金 額 構成比 増 減 額 増減率

1 人 件 費 5,835,242 14.2 4,895,380 11.1 939,862 19.2

2 物 件 費 4,718,969 11.5 4,872,683 11.0 △ 153,714 △ 3.2

3 維 持 補 修 費 678,421 1.6 575,034 1.3 103,387 18.0

4 扶 助 費 13,797,176 33.5 13,400,084 30.3 397,092 3.0

5 補 助 費 等 4,750,804 11.5 4,801,229 10.9 △ 50,425 △ 1.1

6 普 通 建 設 事 業 費 3,945,569 9.6 6,955,036 15.7 △ 3,009,467 △ 43.3

7 災 害 復 旧 費 20,124 0.1 21,887 0.0 △ 1,763 △ 8.1

8 公 債 費 3,125,574 7.6 3,032,437 6.9 93,137 3.1

9 積 立 金 164,689 0.4 1,653,535 3.8 △ 1,488,846 △ 90.0

10 投 資 及 び 出 資 金 0 0.0 303 0.0 △ 303 皆減

11 貸 付 金 990,000 2.4 969,722 2.2 20,278 2.1

12 繰 出 金 3,113,432 7.6 3,002,670 6.8 110,762 3.7

13 予 備 費 20,000 0.0 20,000 0.0 0 0.0

41,160,000 100.0 44,200,000 100.0 △ 3,040,000 △ 6.9合　　計

（単位：千円、％）

区　　分
令和２年度 令和元年度 比  較
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○ 主な増減内容（性質別）

① 人件費

  会計年度任用職員制度の導入による物件費からの組替え及び報酬の増などによ

り、939,862 千円（19.2％）の増加となりました。 

② 維持補修費

  廃棄物処理施設維持管理事業、農道維持管理事業の増などにより、103,387 千

円（18.0％）の増加となりました。 

③ 扶助費

 教育・保育施設給付事業などの子育て関連事業や、障害児支援事業などの障がい

福祉サービス関連事業の増などにより、397,092 千円（3.0％）の増加となりま

した。 

④ 普通建設事業費

新幹線新大村駅（仮称）周辺整備事業の減や、新中地区公民館（仮称）建設事業

の完了などにより、3,009,467 千円（43.3％）の減少となりました。 

⑤ 積立金

モーターボート競走事業収益基金積立金1,500,000千円の減などにより、

1,488,846千円（90.0％）の減少となりました。 
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扶助費
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歳出（性質別）単位：百万円
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（3）歳出の状況（目的別）

 
 

 

金 額 構成比 金 額 構成比 増 減 額 増減率

1 議 会 費 309,154 0.8 303,319 0.7 5,835 1.9

2 総 務 費 5,103,168 12.4 8,834,070 20.0 △ 3,730,902 △ 42.2

3 民 生 費 18,884,707 45.9 18,606,074 42.1 278,633 1.5

4 衛 生 費 3,476,717 8.5 3,265,553 7.4 211,164 6.5

5 労 働 費 17,804 0.0 19,530 0.0 △ 1,726 △ 8.8

6 農 林 水 産 業 費 1,730,879 4.2 1,363,514 3.1 367,365 26.9

7 商 工 費 1,213,110 2.9 1,249,622 2.8 △ 36,512 △ 2.9

8 土 木 費 2,706,457 6.6 2,888,820 6.5 △ 182,363 △ 6.3

9 消 防 費 1,165,896 2.8 1,086,100 2.5 79,796 7.3

10 教 育 費 3,386,242 8.2 3,508,587 7.9 △ 122,345 △ 3.5

11 災 害 復 旧 費 20,289 0.1 22,371 0.1 △ 2,082 △ 9.3

12 公 債 費 3,125,575 7.6 3,032,438 6.9 93,137 3.1

13 諸 支 出 金 2 0.0 2 0.0 0 0.0

14 予 備 費 20,000 0.0 20,000 0.0 0 0.0

41,160,000 100.0 44,200,000 100.0 △ 3,040,000 △ 6.9合 計

（単位：千円、％）

区　　分
令和２年度 令和元年度 比  較
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○ 主な増減内容（目的別）

① 総務費

新幹線新大村駅（仮称）周辺整備事業や、モーターボート競走事業収益基金積立

金の減などにより、3,730,902 千円（42.2％）の減少となりました。 

② 民生費

教育・保育施設給付事業などの子育て関連事業や、障害児支援事業などの障がい

福祉サービス関連事業の増などにより、278,633 千円（1.5％）の増加となりま

した。 

③ 衛生費

廃棄物処理施設維持管理事業、し尿処理施設維持管理事業の増などにより、

211,164千円（6.5％）の増加となりました。 

④ 農林水産業費

野菜振興事業（施設等整備事業）、東浦漁港海岸高潮対策事業の増などにより、

367,365千円（26.9％）の増加となりました。 

⑤ 土木費

西大村地区都市再構築戦略事業の完了や、中里原町線整備事業の減などにより、

182,363 千円（6.3％）の減少となりました。 
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歳出（目的別）単位：百万円
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  令和２年度は約 24 億円を取り崩すこととしており、財政調整基金等 5 基金の

残高は、約 74 億円となる見込みです。 

○公債費（一時借入金利子を除く）

  令和２年度は、臨時財政対策債の償還額が増加しています。 

４ 基金の状況（財政調整基金等 5 基金） 

５ 公債費・市債の状況 

単位：百万円 
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253 228
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684 783
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2,500
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Ｈ28決算 Ｈ29決算 Ｈ30決算 R1決算見込 R2予算

元金償還（建設債） 利息（建設債）

元金償還（臨財債） 利息（臨財債）

単位：百万円
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○市債発行額 

  令和２年度は、臨時財政対策債（10 億円）、新幹線新大村駅（仮称）周辺整備

事業（約 5 億円）などが主な借入予定です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ○市債残高 

  臨時財政対策債やデジタル防災行政同報系無線整備事業などの償還により、減少

します。 
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※端数処理のため、合計と合わない場合があります。 
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＜６つの基本目標＞ 

・利用者支援事業   １，５２４千円 【P１４】 

・待機児童解消緊急保育士確保事業 ８６，０３９千円 【P１４】 

・教育・保育施設整備事業 ２０７，７３１千円 【P１５】 

・乳幼児健康相談事業   ４，５６５千円 【P１５】 

・放課後子ども教室推進事業 ８，６３４千円 【P１６】 

・小学校施設環境改善事業 ５８，８９２千円 【P１６】 

・学校給食管理事業 ８８０，１４５千円 【P１７】 

など

・東京 2020 オリンピック・パラリンピック事業 ８，１３８千円 【P１９】 

・生活困窮者自立相談支援事業 ２６，８６３千円 【P１９】 

など

出会いから結婚、妊娠、出産、子育てまでの切れ目のない支援や、人間性を重

視した学校教育に取り組みます。 

子どもから高齢者まで、幅広い世代がスポーツを楽しむことができる環境づく

りに加え、高齢者や障がい者が住み慣れた地域で、安心して暮らせるまちづくり

を進めます。 

２ 健康でいきいきと暮らせるまち 

３ 安全・安心なまち 

自然災害などに対する防災対策に加え、身近な暮らしの安全・安心を確保する

ため、交通事故や消費者トラブル、犯罪防止などに努めます。 

・地域防災推進事業 ３５，１０５千円 【P１９】 

・高齢者安全運転支援装置設置促進事業 ２，０００千円 【P２０】 

・通学路安全対策事業 ４５，１５０千円 【P２０】 

など

１ 人を育むまち 

 

  令和２年度当初予算は、第５次大村市総合計画に掲げる６つの基本目標を柱に、

予算編成に努めました。 

６ 重点方針 
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雇用創出や所得向上を図るため、農林水産業や商工業などの地場産業の競争力

強化に向けた取組を支援するとともに、歴史や自然等を活かし国内外の観光客の

誘致を強化します。また、交通の要衝としての立地条件を活かし、企業誘致や創

業支援などに取り組みます。 

５ 機能的で環境と調和したまち 

中心市街地や新幹線新大村駅（仮称）周辺などの都市拠点の形成や、拠点をつ

なぐ公共交通のネットワーク化を進めます。また、豊かな自然環境の保全や循環

型社会の形成に努めます。 

・新幹線新大村駅（仮称）周辺整備事業 １，１９３，５９６千円 【P２３】

・新幹線アクションプラン事業   １５，８１２千円 【P２３】 

・都市計画マスタープラン策定事業 １１，５０７千円 【P２３】 

・環境センター運営管理事業 ９２，８１７千円 【P２５】 

・し尿処理施設維持管理事業 ８４，１９８千円 【P２５】 

など

６ 持続可能な行財政運営と市民協働の推進 

少子高齢化の進行など社会構造の変化や、多様化・高度化する市民ニーズへ柔

軟に対応するため、これまで以上に行財政運営の効率化を図り、持続可能な運営

に努めます。また、地域コミュニティの活性化などを通じ、お互いを尊重し、誰

もが活躍できる社会づくりを進めます。 

・第５次大村市総合計画策定事業  ５，８８４円 【P２６】 

・住民主導型地域活性化事業 ２２，２３２千円 【P２６】 

など

・大村の農業を新たに担う「担い手」づくり事業 ７８，３９９千円 【P２１】

・森林経営管理推進事業 １５，９８３千円 【P２１】 

・“大村の漁師と水産物”あさいち開催事業 ６００千円 【P２１】 

・インキュベーション施設整備事業 ３，９８８千円 【P２２】 

・グリーン・ツーリズム推進事業 １，８９１千円 【P２２】 

など

４ 活力に満ちた産業のまち 
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概要 概要

（P） （P）

1 子ども医療費助成事業 14 21 図書館管理運営事業 18

2 新規 利用者支援事業 14 22 歴史資料館管理運営事業 18

3 待機児童解消緊急保育士確保事業 14 23 国際交流事業 18

4 結婚応援事業 14 24
法定予防接種等接種事業
（高齢者・成人男性分）

18

5 教育・保育施設給付事業 14 25 体育文化センター設備改修事業 18

6 教育・保育施設整備事業 15 26
東京2020オリンピック・
パラリンピック事業

19

7 新規 乳幼児健康相談事業 15 27 生活困窮者自立相談支援事業 19

8 不妊症・不育症等支援対策事業 15 28 東浦漁港海岸高潮対策事業 19

9
法定予防接種等接種事業
（乳幼児、小・中学生分）

15 29 よし川都市基盤河川改修事業 19

10 3世代同居・近居促進事業 15 30 地域防災推進事業 19

11 放課後こども教室推進事業 16 31 消防団運営事業 20

12 小中学校連携一貫事業 16 32 新規
高齢者安全運転支援装置
設置促進事業

20

13 小学校教育用ICT機器活用事業 16 33 通学路安全対策事業 20

14 小学校施設環境改善事業 16 34 防犯対策事業 20

15 小中学校就学援助事業 16 35
野菜振興事業
（施設等整備事業）

20

16 特色ある教育活動推進事業 17 36
大村の農業を新たに担う
「担い手」づくり事業

21

17 中学校管理事業 17 37 中山間地域等直接支払制度事業 21

18 フッ化物洗口推進事業 17 38 森林経営管理推進事業 21

19 学校給食管理事業 17 39 新規
“大村の漁師と水産物”あさいち
開催事業

21

20 子ども芸術文化活動事業 17 40 産業支援センター運営事業 21

NO． 区分 事 業 名 NO． 区分 事 業 名

７ 新 規 ・ 主 要 事 業 
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概要 概要

（P） （P）

41 中小企業人材育成支援事業 22 61 新規 第５次大村市総合計画策定事業 26

42 特産品販路開拓事業 22 62 市庁舎建設事業 26

43 新規 インキュベーション施設整備事業 22 63 住民主導型地域活性化事業 26

44 着地型観光推進事業 22 64 ふるさとづくり寄附推進事業 26

45 新規 グリーン・ツーリズム推進事業 22 65 移住・定住促進事業 26

46 新幹線建設負担金事業 23

47
新幹線新大村駅（仮称）周辺整備
事業

23

48 新規 新幹線アクションプラン事業 23

49 新規 都市計画マスタープラン策定事業 23

50 地域公共交通確保維持改善事業 23

51 乾馬場空港線整備事業 24

52 中里原町線整備事業 24

53 池田沖田線整備事業 24

54 竹松駅前原口線整備事業 24

55 公園再整備事業 24

56 総合運動公園整備事業 25

57 ストック改善事業 25

58 環境センター運営管理事業 25

59 ごみステーション整備推進事業 25

60 し尿処理施設維持管理事業 25

事 業 名NO． 区分 事 業 名 NO． 区分
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国 県 地方債 その他 一般財源

国 県 地方債 その他 一般財源

国 県 地方債 その他 一般財源

国 県 地方債 その他 一般財源

国 県 地方債 その他 一般財源

508 こども政策課 139

（事業概要）
　未就学の児童やその保護者が適切な保育サービスを選択し、円滑に利用できるよう、保育コンシェルジュ
を1名配置し、きめ細やかな入所案内や相談等を行う体制を整えます。

2

事 業 名 等
事業費

（千円）

財 源 内 訳
担当課

予算書
（P）

＜新規事業＞
利用者支援事業

1,524 508 508

202,847 福祉総務課 137

（事業概要）
　中学校卒業までの者が医療機関ごとに支払った保険診療にかかる一部負担金から自己負担額（1日800
円、月上限1,600円）を除いた分を助成します。
・支給方法：未就学児　現物給付方式、小・中学生　代理申請方式

1

事 業 名 等
事業費

（千円）

財 源 内 訳
担当課

予算書
（P）

子ども医療費助成事業 278,380 75,533

2,686 こども政策課 139

（事業概要）
　プラットおおむら内の婚活サポートセンターにおいて、結婚相談、マッチング、婚活イベントなど、出会いか
ら成婚まで様々なサポートを行います。

4

事 業 名 等
事業費

（千円）

財 源 内 訳
担当課

予算書
（P）

結婚応援事業 5,372 2,686

16,045 こども政策課 139

（事業概要）
　充実した教育・保育サービスを安定的に提供するため、市外及び県外から転入する保育士に対する就職
祝金などの保育士確保策と、子育て支援員の養成など保育士の負担軽減策を実施します。

3

事 業 名 等
事業費

（千円）

財 源 内 訳
担当課

予算書
（P）

待機児童解消緊急
保育士確保事業

86,039 1,045 68,949

146,574 957,418 こども政策課 141

（事業概要）
　教育・保育を必要とする就学前児童の健やかな成長を図るため、私立の保育所、認定こども園、家庭的保
育事業等において、質の高い教育・保育の提供ができるよう運営費の給付を行います。

5

事 業 名 等
事業費

（千円）

財 源 内 訳
担当課

予算書
（P）

教育・保育施設給付事業 4,313,046 2,172,210 1,036,844

事 業 概 要 

○子育てしやすいまちづくり
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国 県 地方債 その他 一般財源

国 県 地方債 その他 一般財源

国 県 地方債 その他 一般財源

国 県 地方債 その他 一般財源

国 県 地方債 その他 一般財源

26,100 2,900 こども政策課 141

（事業概要）
　就学前児童が安心して快適に過ごせる保育環境を整備するため、新築工事等を行う教育・保育施設に対
し、補助金を交付します。

6

事 業 名 等
事業費

（千円）

財 源 内 訳
担当課

予算書
（P）

教育・保育施設整備事業 207,731 163,459 15,272

7,425 こども家庭課 147

（事業概要）
　子どもを望む夫婦の不妊・不育治療を支援するため、治療費の一部を助成します。なお、初回に限り、県
助成（初回30万円）を差し引いた金額の全額を助成します（上限25万円）。また、市内の中学生を対象とし
て助産師による性教育を行います。

8

事 業 名 等
事業費

（千円）

財 源 内 訳
担当課

予算書
（P）

不妊症・不育症等
支援対策事業

7,425

939 1,204 こども家庭課 147

（事業概要）
　家族等から十分な家事や育児など援助が受けられない出産後間もない母親や新生児を対象に、宿泊型
やデイサービス型の産後ケアの利用等により、育児支援を行います。

7

事 業 名 等
事業費

（千円）

財 源 内 訳
担当課

予算書
（P）

＜新規事業＞
乳幼児健康相談事業

4,565 1,680 742

2,200 建築課 175

（事業概要）
　安心して子どもを産み育てることができる住まい・居住環境の形成を促進するため、新たに3世代で同居ま
たは近居するための住宅の整備等にかかる費用の一部を支援します。

10

事 業 名 等
事業費

（千円）

財 源 内 訳
担当課

予算書
（P）

３世代同居・近居促進事業 4,000 1,800

39,607 238,773 こども家庭課 147

（事業概要）
　予防接種法に基づく定期予防接種の実施に加え、中学生までを対象にインフルエンザワクチン接種費用
の一部を助成します。
　令和2年10月からは、ロタウイルスワクチンを定期予防接種として実施します（令和2年8月1日生まれ以降
の者を対象）。

9

事 業 名 等
事業費

（千円）

財 源 内 訳
担当課

予算書
（P）

法定予防接種等接種事業
（乳幼児、小・中学生分）

278,380
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国 県 地方債 その他 一般財源

国 県 地方債 その他 一般財源

国 県 地方債 その他 一般財源

国 県 地方債 その他 一般財源

国 県 地方債 その他 一般財源

5,928 学校教育課 195

（事業概要）
　郷土を愛し誇りに思う子どもの育成、学力向上と生きる力を養う教育環境を整備するため、小・中学校間の
更なる連携強化と円滑な接続を図ります。

12

事 業 名 等
事業費

（千円）

財 源 内 訳
担当課

予算書
（P）

小中学校連携一貫事業 5,928

468 2,988 社会教育課 201

（事業概要）
　放課後及び週末における子どもたちの安心・安全な活動場所を提供し、地域学校協働活動支援員等の
地域スタッフの指導を受けながら、学習活動を行うとともに様々な体験活動や交流活動等を実施します。
　令和2年度は、新たに旭が丘小学校、西大村中学校で開講します。

11

事 業 名 等
事業費

（千円）

財 源 内 訳
担当課

予算書
（P）

放課後子ども教室推進事業 8,634 5,178

10,379
（10,379）

4,248
（0）

学校教育課 197

（事業概要）
　学校においてICT機器の整備を行い、学校教育の充実、児童生徒の学力向上を図ります。
　令和2年度は、小学校教科書採択によるデジタル教科書の更新に合わせて、小学校全学年にデジタル教
科書（国語・算数）を導入します。

13

事 業 名 等
事業費

（千円）

財 源 内 訳
担当課

予算書
（P）

小学校教育用ICT機器
活用事業

（デジタル教科書全学年導入）

14,627
（10,379）

事 業 名 等
事業費

（千円）

財 源 内 訳
担当課

予算書
（P）

116,286 学校教育課
197
199

（事業概要）
　経済的理由により就学が困難な児童生徒の保護者に対し、就学に必要な学用品費等の費用の援助を行
います。

15

事 業 名 等
事業費

（千円）

財 源 内 訳
担当課

予算書
（P）

小・中学校就学援助事業 119,427 3,141

39,300 1,040 14,707 教育総務課 197

（事業概要）
　児童が快適に学べるよう、学校施設の環境改善のための整備を行います。
・令和2年度　トイレ洋式化改修工事（大村・竹松・富の原小学校）、竹松小学校運動場改修工事実施設計
業務委託

小学校施設環境改善事業 58,892 3,845

14

○豊かな学力と生きる力を育む教育の充実
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国 県 地方債 その他 一般財源

国 県 地方債 その他 一般財源

国 県 地方債 その他 一般財源

国 県 地方債 その他 一般財源

国 県 地方債 その他 一般財源

2,017
（0）

66,705
（2,638）

学校教育課 199

（事業概要）
　教頭及び教職員の働き方改革の一貫として、市内中学校にスクールサポートスタッフ（事務補助員）を配
置します。

17

事 業 名 等
事業費

（千円）

財 源 内 訳
担当課

予算書
（P）

中学校管理事業
（スクールサポートスタッフ配置）

69,929
（3,288）

1,207
（650）

383 学校教育課 197

（事業概要）
　地域とともにある学校づくりを目指し、特色ある教育活動を展開することで、松原小学校の児童数減少に
歯止めをかけ、より一層の学校教育の充実を図ります。

16

事 業 名 等
事業費

（千円）

財 源 内 訳
担当課

予算書
（P）

特色ある教育活動推進事業 383

480,647
（480,368）

399,498
（10,692）

教育総務課 209

（事業概要）
　学校給食の調理・配送を、小学校給食センター（小学校15校、幼稚園3園分）及び中学校給食センター
（中学校6校分）において実施します。また、令和2年度に学校給食費の公会計化を実施します。

19

事 業 名 等
事業費

（千円）

財 源 内 訳
担当課

予算書
（P）

学校給食管理事業
（学校給食費公会計化）

880,145
（491,060）

2,217
（858）

学校教育課 209

（事業概要）
フッ化物洗口（希望者のみ）を週1回実施することで、虫歯予防を目指します。令和2年度は、市内小学生
と同様、中学生を対象にフッ化物洗口を実施します。

18

事 業 名 等
事業費

（千円）

財 源 内 訳
担当課

予算書
（P）

フッ化物洗口推進事業
（中学生拡充分）

2,590
（1,231）

373
（373）

6,349 文化振興課 203

（事業概要）
　　市内の小学生を対象に、スクールコンサートを実施します。児童が生の芸術に触れることにより、感受性
を育み、心豊かな人づくりへとつなげます。

20

事 業 名 等
事業費

（千円）

財 源 内 訳
担当課

予算書
（P）

子ども芸術文化活動事業 6,349

○文化の振興と生涯学習の充実
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国 県 地方債 その他 一般財源

国 県 地方債 その他 一般財源

国 県 地方債 その他 一般財源

国 県 地方債 その他 一般財源

国 県 地方債 その他 一般財源

1,586 75,056 社会教育課 203

（事業概要）
　市民一人ひとりの知の拠点、人々の未来へつながる出逢いや交流の拠点として、図書資料の充実、良質
な図書サービスの提供を行います。開館１周年にあたり、記念講演会や記念イベント等を開催します。

21

事 業 名 等
事業費

（千円）

財 源 内 訳
担当課

予算書
（P）

図書館管理運営事業 76,642

100 20,231 文化振興課 205

（事業概要）
　大村の歴史に関する展示や教育普及活動、歴史資料の保存を行い、郷土の歴史の普及を図ります。

22

事 業 名 等
事業費

（千円）

財 源 内 訳
担当課

予算書
（P）

歴史資料館管理運営事業 20,331

1,147 26,606 文化振興課 207

25

事 業 名 等
事業費

（千円）

財 源 内 訳
担当課

予算書
（P）

体育文化センター
設備改修事業

27,753

24

5,265 企画政策課 115

（事業概要）
　中華人民共和国駐長崎総領事館開設35周年を記念し、長崎県知事を団長とする中国への訪問団に参
加します。また、姉妹都市であるシントラ市及びサンカルロス市との中高生相互ホームステイの実施や、小
学生を対象にしたイングリッシュサマーキャンプを開催します。

23

事 業 名 等
事業費

（千円）

財 源 内 訳
担当課

予算書
（P）

国際交流事業 5,265

（事業概要）
　利用者にとって良好な利用ができるよう、老朽化した施設設備の改修等を行います。
・令和2年度　さくらホール音響設備改修工事、トレーニング機器購入

事 業 名 等
事業費

（千円）

財 源 内 訳
担当課

予算書
（P）

法定予防接種等接種事業
（高齢者・成人男性分）

42,373 42,373 国保けんこう課 147

（事業概要）
　予防接種法に基づく定期予防接種である高齢者の肺炎球菌ワクチン、インフルエンザワクチン及び成人
男性の風しんワクチン接種費用の一部を助成します。

○健康づくりの推進と医療体制の充実

○国際・地域間交流の推進

- 18 -



国 県 地方債 その他 一般財源

国 県 地方債 その他 一般財源

国 県 地方債 その他 一般財源

国 県 地方債 その他 一般財源

国 県 地方債 その他 一般財源

4,063 3,674 福祉総務課 135

（事業概要）
　生活困窮者に対する総合相談窓口を設置し、相談者一人ひとりの状況に合わせた支援プランに基づき、
就労支援や就労機会の提供、早期の生活再生の支援を行い、相談者に寄り添いながら、他の専門機関と
連携し、解決に向けた支援を行います。また、新たに就労や家計改善の専門的な支援の充実に取り組みま
す。

27

事 業 名 等
事業費

（千円）

財 源 内 訳
担当課

予算書
（P）

生活困窮者自立相談
支援事業

26,863 19,126

2,605 5,533 スポーツ振興課 209

（事業概要）
　2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会開催に向け、ホストタウンとしてベトナム、ポルトガルの合
宿等の受け入れや、聖火リレーを実施します。

26

事 業 名 等
事業費

（千円）

財 源 内 訳
担当課

予算書
（P）

東京2020オリンピック・
パラリンピック事業

8,138

42,000 4,700 河川公園課 181

（事業概要）
　よし川周辺の住民の人命や財産を大雨による災害から守るため、護岸改修や河床掘削などを行います。

29

事 業 名 等
事業費

（千円）

財 源 内 訳
担当課

予算書
（P）

よし川都市基盤
河川改修事業

126,700 40,000 40,000

27,500 3,076 農林水産整備課 165

（事業概要）
　台風・高潮等の越波による浸水被害を防止するため、新たに離岸堤及び護岸の整備を行います。
・令和2年度完成予定

28

事 業 名 等
事業費

（千円）

財 源 内 訳
担当課

予算書
（P）

東浦漁港海岸
高潮対策事業

94,053 47,020 16,457

1,120 33,985 安全対策課 193

（事業概要）
　災害時に市民の生命財産を守るため、防災体制を整備します。令和2年度は、防災マップの作成や各避
難所に椅子やテレビなど備品を配備します。

30

事 業 名 等
事業費

（千円）

財 源 内 訳
担当課

予算書
（P）

地域防災推進事業 35,105

○暮らしのセーフティネットの充実 

○災害に強いまちづくり 

- 19 -



国 県 地方債 その他 一般財源

国 県 地方債 その他 一般財源

国 県 地方債 その他 一般財源

国 県 地方債 その他 一般財源

国 県 地方債 その他 一般財源

32

事 業 名 等
事業費

（千円）

財 源 内 訳
担当課

予算書
（P）

＜新規事業＞
高齢者安全運転支援装置

設置促進事業
2,000 2,000 安全対策課 117

（事業概要）
　高齢運転者の交通事故対策として、後付けのペダル踏み間違い急発進等抑制装置の設置補助を行いま
す。

19,136 98,545 安全対策課 191

（事業概要）
　地域においての消防団に対する認識を深め、消防団への加入促進・活動への協力体制を向上させるた
め、消防団の運営に対する補助等を行います。令和2年度は消防団員の防寒着を購入します。

31

事 業 名 等
事業費

（千円）

財 源 内 訳
担当課

予算書
（P）

消防団運営事業 117,681

2,497 安全対策課 123

（事業概要）
　大村市連合防犯協会の事業を通して、防犯灯の設置やパトロール等の防犯活動を実施することにより、
防犯意識を高め、市民の平穏な生活を犯罪から守ります。

34

事 業 名 等
事業費

（千円）

財 源 内 訳
担当課

予算書
（P）

防犯対策事業 2,878 381

19,300 2,200 道路課 179

（事業概要）
　通学児童の安全を確保するため、路側帯カラー舗装等の道路整備を行います。
・令和２年度：市道原口桜馬場２丁目ほか３線カラー舗装工事等

33

事 業 名 等
事業費

（千円）

財 源 内 訳
担当課

予算書
（P）

通学路安全対策事業 45,150 23,650

（事業概要）
　新規就農者が取り組むトマトやきゅうり栽培に必要なビニールハウスの整備やもやし・カット野菜工場の移
転を行う団体に対し、補助金を交付します。

35

事 業 名 等
事業費

（千円）

財 源 内 訳
担当課

予算書
（P）

野菜振興事業
（施設等整備事業）

452,695 429,789 22,906 農林水産振興課 159

○消防・救急体制の充実 

○交通安全と消費者保護の推進 

○犯罪のないまちづくり 

○魅力ある農林水産業の振興 
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国 県 地方債 その他 一般財源

国 県 地方債 その他 一般財源

国 県 地方債 その他 一般財源

国 県 地方債 その他 一般財源

国 県 地方債 その他 一般財源

37

事 業 名 等
事業費

（千円）

財 源 内 訳
担当課

予算書
（P）

中山間地域等直接支払
制度事業

71,646 46,792 24,854 農林水産振興課 159

（事業概要）
　中山間地域における農業生産の維持を通じた多面的機能の確保と地域の活性化を図るため、集落戦略
の作成やドローンを活用したスマート農業などに取り組む活動集落に対し、交付金を交付します。

73,000 5,399 農林水産振興課 159

（事業概要）
　農業の新たな担い手づくりのため、農業経営に必要な機械・資材等の購入や農地の賃借料などに対し、
補助金を交付します。　また、農業所得の向上を図るため、女性農業者や高品質化を図る農業者などで組
織する団体に対し、補助金を交付します。

36

事 業 名 等
事業費

（千円）

財 源 内 訳
担当課

予算書
（P）

大村の農業を新たに担う
「担い手」づくり事業

78,399

38

15,983 農林水産整備課 163

（事業概要）
　森林環境譲与税を財源として、森林所有者の意向調査、森林整備（間伐や路網の整備）、森林経営のた
めの人材育成・担い手確保、木材利用の促進や普及啓発に努めます。

事 業 名 等
事業費

（千円）

財 源 内 訳
担当課

予算書
（P）

森林経営管理推進事業 15,983

80 21,833 商工振興課 169

（事業概要）
　中小企業者や個人事業主等が抱える経営課題に対する支援や売上げ向上のほか、創業者を支援するた
め、産業支援センターの運営を行います。令和２年度は、需要の高いIT等に関する専門員の相談枠を拡充
し、支援体制の充実を図ります。

40

事 業 名 等
事業費

（千円）

財 源 内 訳
担当課

予算書
（P）

産業支援センター運営事業 21,913

300 300 農林水産振興課 165

（事業概要）
　月1回程度のあさいち開催や大村で水揚げされた水産物の魅力向上を図るため、youtube等を活用したあ
さいちの模様や魚の捌き方等の動画配信の取組に対して補助金を交付します。

39

事 業 名 等
事業費

（千円）

財 源 内 訳
担当課

予算書
（P）

＜新規事業＞
“大村の漁師と水産物”
あさいち開催事業

600

○活力ある商工業の振興 
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国 県 地方債 その他 一般財源

国 県 地方債 その他 一般財源

国 県 地方債 その他 一般財源

国 県 地方債 その他 一般財源

国 県 地方債 その他 一般財源

4,718 200 観光振興課 171

（事業概要）
　長崎県のアンテナショップ日本橋長崎館や福岡市等で物産展等を行い、本市特産品の知名度向上や販
路拡大を図ります。

42

事 業 名 等
事業費

（千円）

財 源 内 訳
担当課

予算書
（P）

特産品販路開拓事業 4,918

（事業概要）
　中小企業の経営者及び従業員などが、法人が実施する人材育成研修等を受講する際の費用の一部を助
成し、市内中小企業の活性化を図ります。

41

事 業 名 等
事業費

（千円）

財 源 内 訳
担当課

予算書
（P）

中小企業人材育成支援事業 1,000 1,000 商工振興課 169

9,430 観光振興課 171

（事業概要）
　自然や歴史的な観光資源を活用し、着地型観光メニューの開発・商品化に取り組み、観光客の滞在時間
の延長及び交流人口の拡大を図ります。

44

事 業 名 等
事業費

（千円）

財 源 内 訳
担当課

予算書
（P）

着地型観光推進事業 11,050 1,620

2,201 商工振興課 171

（事業概要）
　事業者等の交流による新たなビジネスの創出や創業などを支援する場として、「プラットおおむら」内にコ
ワーキングスペースを新設します。

43

事 業 名 等
事業費

（千円）

財 源 内 訳
担当課

予算書
（P）

＜新規事業＞
インキュベーション施設整備事業

3,988 1,787

1,891 観光振興課 171

（事業概要）
　農家民泊の受入農家や、グリーン・ツーリズムを推進する団体に対して受入体制整備にかかる補助金を交
付します。

45

事 業 名 等
事業費

（千円）

財 源 内 訳
担当課

予算書
（P）

＜新規事業＞
グリーン・ツーリズム推進事業

1,891

○歴史や自然を活かした観光のまちづくり
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国 県 地方債 その他 一般財源

国 県 地方債 その他 一般財源

国 県 地方債 その他 一般財源

国 県 地方債 その他 一般財源

国 県 地方債 その他 一般財源

47

519,000 250,850 新幹線まちづくり課 115

（事業概要）
　九州新幹線西九州ルートは令和４年度開業予定であり、開業にあわせ利便性の高い新幹線新大村駅（仮
称）の周辺整備を行います。

事 業 名 等
事業費

（千円）

財 源 内 訳
担当課

予算書
（P）

新幹線新大村駅（仮称）
周辺整備事業

1,193,596 423,746

14,910
広報戦略課

スポーツ振興課
新幹線まちづくり課

117

（事業概要）
　新幹線を活かしたまちづくり及び新幹線開業効果を最大限に広く波及させるために、「大村市新幹線開業
アクションプラン」に基づき、開業に向けプロモーション、観光商品づくり、移住・定住促進の取組事業を行
います。

48

事 業 名 等
事業費

（千円）

財 源 内 訳
担当課

予算書
（P）

＜新規事業＞
新幹線アクションプラン事業

15,812 902

358,900 39,900 新幹線まちづくり課 115

（事業概要）
　九州新幹線西九州ルート（武雄温泉・長崎間）のうち、都市計画用途地域及び公共下水道計画区域の区
間（7km）における建設工事に要する費用の一部を負担します。
・負担割合：国　2/3、県　1/3、市　県の負担分の10％

46

事 業 名 等
事業費

（千円）

財 源 内 訳
担当課

予算書
（P）

新幹線建設負担金事業 398,800

11,507 都市計画課 183

（事業概要）
　平成２３年度の都市計画マスタープランの見直しから10年が経過するため、新幹線開業を踏まえ現状に
即した土地利用の見直しを行い、第５次大村市総合計画（後期）や平成２９年３月公表の立地適正化計画と
の整合性を図りながら見直しを行います。

49

事 業 名 等
事業費

（千円）

財 源 内 訳
担当課

予算書
（P）

＜新規事業＞
都市計画マスタープラン

策定事業
11,507

4,656 商工振興課 169

（事業概要）
　公共交通空白地の解消を図るため、引き続き福重・松原ルート及び三浦・鈴田ルートでデマンド型乗り合
いタクシーの運行を行います。

50

事 業 名 等
事業費

（千円）

財 源 内 訳
担当課

予算書
（P）

地域公共交通確保
維持改善事業

8,766 4,110

○コンパクトで暮らしやすいまちづくり

○道路網の整備と公共交通の利便性の向上
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国 県 地方債 その他 一般財源

国 県 地方債 その他 一般財源

国 県 地方債 その他 一般財源

国 県 地方債 その他 一般財源

国 県 地方債 その他 一般財源

乾馬場空港線整備事業 81,870 81,800 70 道路課 181

（事業概要）
　　本堂川橋から松並交差点までの歩道拡幅を行い、道路利用者の安全確保を図ります。

事 業 名 等
事業費

（千円）

財 源 内 訳
担当課

予算書
（P）

37,200 4,155 道路課 185

事 業 名 等
事業費

（千円）

財 源 内 訳
担当課

予算書
（P）

中里原町線整備事業 2,003 500 1,503

（事業概要）
　地域住民の交通の利便性向上や歩行者の安全性を確保するため、JR竹松駅下りの国道34号交差点から
都市計画道路古賀島沖田線までの約600ｍ区間について、道路整備を行います。

54

事 業 名 等
事業費

（千円）

財 源 内 訳
担当課

予算書
（P）

竹松駅前原口線整備事業 80,130 38,775

13,500 1,500 河川公園課 185

（事業概要）
　「大村市公園施設長寿命化計画」に基づき、都市公園51箇所（379施設）の補修・更新整備を行います。

55

事 業 名 等
事業費

（千円）

財 源 内 訳
担当課

予算書
（P）

公園再整備事業 30,000 15,000

52

16,200 1,800 道路課 185

（事業概要）
　地域住民の交通の利便性向上や歩行者の安全性を確保するために、県が行う池田沖田線の道路整備に
ついて、負担割合に応じて負担します。
・令和３年度完成予定

道路課 181

（事業概要）
　地域住民の交通の利便性向上や歩行者の安全性を確保するため、東大村地区と萱瀬地区を結ぶ中里
原町線1,320ｍを整備します。

51

53

事 業 名 等
事業費

（千円）

財 源 内 訳
担当課

予算書
（P）

池田沖田線整備事業
（県営事業負担金）

18,000

○快適で暮らしやすい都市環境の整備

- 24 -



国 県 地方債 その他 一般財源

国 県 地方債 その他 一般財源

国 県 地方債 その他 一般財源

国 県 地方債 その他 一般財源

国 県 地方債 その他 一般財源

74,400 8,350 河川公園課 187

（事業概要）
　市民のスポーツ大会などの組織的大会に対応し、スポーツ以外でも多くの人が利用できる総合運動公園
を整備します。

56

事 業 名 等
事業費

（千円）

財 源 内 訳
担当課

予算書
（P）

総合運動公園整備事業 157,750 75,000

17,803
（0）

75,014
（6,505）

環境センター 151

（事業概要）
　老朽化したごみ焼却施設の建替えに向けて、循環型社会形成交付金を活用し事業を実施するため、循
環型社会形成推進地域計画を策定します。

58

事 業 名 等
事業費

（千円）

財 源 内 訳
担当課

予算書
（P）

環境センター運営管理事業
（循環型社会形成推進地域計画）

92,817
（6,505）

67,000 10,976 建築課 189

60

（事業概要）
　「大村市営住宅長寿命化計画」に基づき、老朽化した市営住宅の改善を行います。
・令和２年度　三点給湯･手すり･浴槽設置工事、外壁改修工事、エレベーター改修工事

57

事 業 名 等
事業費

（千円）

財 源 内 訳
担当課

予算書
（P）

ストック改善事業 132,804 54,828

6,147 環境センター 151

（事業概要）
　燃やせるごみのステーション化推進のために、支障となっている設置場所の問題や経費の問題を解消す
るため、折りたたみ式ボックスの無償貸与やごみステーション設置に対し補助金を交付します。

59

事 業 名 等
事業費

（千円）

財 源 内 訳
担当課

予算書
（P）

ごみステーション
整備推進事業

6,147

事 業 名 等
事業費

（千円）

財 源 内 訳
担当課

予算書
（P）

448
（0）

83,750
（25,032）

環境センター 153

（事業概要）
　令和7年度の完成を目指し、し尿処理施設を浄水管理センター敷地内へ下水道投入施設（下水道施設）
として移転します。本年は基本計画を策定します。

し尿処理施設維持管理事業
（下水道投入施設整備基本計画）

84,198
（25,032）

○環境にやさしいまちづくり
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国 県 地方債 その他 一般財源

国 県 地方債 その他 一般財源

国 県 地方債 その他 一般財源

国 県 地方債 その他 一般財源

国 県 地方債 その他 一般財源

移住・定住促進事業

5,884 企画政策課 115

（事業概要）
　前期基本計画が令和2年度で5年間の計画期間を迎えることから、この5年間の取組の成果検証や社会情
勢の変化等を踏まえたうえで、より将来像の実現に資する行政運営を行っていくため、後期基本計画を策
定します。

61

事 業 名 等
事業費

（千円）

財 源 内 訳
担当課

予算書
（P）

＜新規事業＞
第５次大村市総合計画

策定事業
5,884

（事業概要）
　県外からの移住促進を図るため、都市圏でのプロモーションを行います。また、移住ホームページなどで
の積極的な情報発信や、移住希望者を対象とした松原地区でのお試し居住の取り組みも進めます。

65

観光振興課 115

（事業概要）
　本市へ寄せられる寄附について、寄附者の意向を反映させた施策を実施することにより、まちの活性化や
活力あるふるさとづくりを目指します。

ふるさとづくり寄附推進事業 376,145 376,145

5,915 地方創生課 121

63

11,654 4,239 1,500

事 業 名 等
事業費

（千円）

財 源 内 訳
担当課

予算書
（P）

64

事 業 名 等
事業費

（千円）

財 源 内 訳
担当課

予算書
（P）

2,000 20,232 地域げんき課 117

（事業概要）
　地域住民が地域の課題に地域ぐるみで取り組み、みずから実施する活動を支援するため、住民主導型地域活性
化事業を実施します。また、地域に捉われない若者や女性などが行う多様な活動を支援するための助成金を交付
します。

事 業 名 等
事業費

（千円）

財 源 内 訳
担当課

予算書
（P）

住民主導型地域活性化事業 22,232

62

事 業 名 等
事業費

（千円）

財 源 内 訳
担当課

予算書
（P）

市庁舎建設事業 2,815 2,815 用地管財課 121

（事業概要）
　建設計画地の再選定に関する手法の検討を行うなど、引き続き新庁舎建設を進めます。

○効率的で開かれた行政運営の推進 

○地域コミュニティの活性化とみんなで取り組むまちづくり 

○その他 
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概要 概要

（P） （P）

1 教育・保育施設整備事業 28 16 乾馬場空港線整備事業 33

2 小学校施設環境改善事業 28 17 中里原町線整備事業 33

3 体育文化センター設備改修事業 28 18  池田沖田線整備事業（県営事業負担金） 33

4 東浦漁港海岸高潮対策事業 29 19 竹松駅前原口線整備事業 34

5 よし川都市基盤河川改修事業 29 20 街なみ環境整備事業 34

6 消防防災設備整備事業 29 21 公園再整備事業 34

7 通学路安全対策事業 30 22 総合運動公園整備事業 35

8 野菜施設等整備事業 30 23 ストック改善事業 35

9  農村地域防災減災事業（大村北部地区） 30 24 出張所整備改修事業 35

10  広域農道整備事業（県営事業負担金） 31

11 新幹線建設負担金事業 31

12 新幹線新大村駅（仮称）周辺整備事業 31

13
道路維持管理事業
（社会資本整備総合交付金事業）

32

14 地方道路等整備事業 32

15 橋りょう維持管理事業 32

NO 区分 事 業 名 NO 区分 事 業 名

8 主 な 普 通 建 設 事 業
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（単位：千円）

区分
新規
継続

継続 事業期間 担当課 こども政策課
予算書
（P）

141

（単位：千円）

区分
新規
継続

継続 事業期間 担当課 教育総務課
予算書
（P）

197

（単位：千円）

区分
新規
継続

継続 事業期間 担当課 文化振興課
予算書
（P）

207

改修等 （入力系）等 （出力系）等

事 業 費

補助事業 Ｒ1～Ｒ2

年 度 全 体 計 画 Ｒ1 Ｒ2

－

Ｒ3以降

事 業 内 容

私立保育所整備費 私立保育所等1施設 私立保育所等1施設

補助金 補助金 補助金

8,616 207,731 －

財

源

内

訳

国 庫 補 助 金 6,811 163,459

県 補 助 金 636 15,272

地 方 債 1,000 26,100

そ の 他

一 般 財 源 169 2,900

補助事業 Ｒ１～Ｒ４

年 度 全 体 計 画 Ｒ1 Ｒ2 Ｒ3以降

事 業 内 容

トイレ洋式化改修工事 改修工事 改修工事等 改修工事

事 業 費 179,588 58,168 58,892 62,528

財

源

内

訳

国 庫 補 助 金 15,870 6,210 3,845 5,815

県 補 助 金

地 方 債 116,600 35,100 39,300 42,200

そ の 他 1,040 1,040

一 般 財 源 46,078 16,858 14,707 14,513

Ｒ3以降

事 業 内 容

51,118

単独事業 H２９～R３

年 度 全 体 計 画 Ｒ1 Ｒ2

体育文化センター設備

県 補 助 金

事 業 費 165,123 41,134 27,753

地 方 債 65,400 25,600

財

源

内

訳

国 庫 補 助 金

そ の 他 21,788 5,641 1,147 15,000

一 般 財 源 77,935 9,893 26,606 36,118

２０７,７３１千円

５８,８９２千円

２７,７５３千円

体育文化センター空調

中央監視システム改修等

さくらホール音響改修 さくらホール音響改修

○子育てしやすいまちづくり

○豊かな学力と生きる力を育む教育の充実

1．教育・保育施設整備事業

2．小学校施設環境改善事業

3．体育文化センター設備改修事業

〇健康づくりの推進と医療体制の充実
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（単位：千円）

区分
新規
継続

継続 事業期間 担当課 農林水産整備課
予算書
（P）

165

（単位：千円）

区分
新規
継続

継続 事業期間 担当課 河川公園課
予算書
（P）

181

計画延長 Ｌ＝1,895ｍ 堰改修

堰改修

護岸工

（単位：千円）

区分
新規
継続

継続 事業期間 担当課 安全対策課
予算書
（P）

191

事 業 内 容

離岸堤（新設）

補助事業 Ｈ２７～Ｒ２

年 度 全 体 計 画 Ｒ1 Ｒ2 Ｒ3以降

事 業 費 390,238 166,191 94,053 －

財

源

内

訳

国 庫 補 助 金 195,119 47,020

県 補 助 金 68,291 28,731 16,457

地 方 債 113,900 47,900 27,500

そ の 他

一 般 財 源 12,928 7,471 3,076

補助事業 H１０～Ｒ１０

年 度 全 体 計 画 Ｒ1 Ｒ2 Ｒ3以降

事 業 内 容

JR橋架替負担金

事 業 費 3,880,000 222,171 126,700

　橋りょう架替

　防潮堰等

1,082,915

財

源

内

訳

国 庫 補 助 金 1,268,000 68,000 40,000 374,056

県 補 助 金 1,268,000 71,307 40,000 370,749

地 方 債 1,209,600 75,100 12,700 322,900

そ の 他 2,700

一 般 財 源 131,700 7,764 34,000 15,210

単独事業 Ｒ２

３３,５７３千円

年 度 全 体 計 画 Ｒ1 Ｒ2 Ｒ3以降

事 業 内 容

事 業 費 － － 33,573 －

車両購入

国 庫 補 助 金

県 補 助 金

地 方 債 16,900

そ の 他 10,856

財

源

内

訳
一 般 財 源 5,817

９４,０５３千円

１２６,７００千円

　築堤、掘削、護岸工 護岸工

JR橋架替負担金

護岸工

82,089

車両購入

（消防車2台、 （消防車2台、

小型動力ポンプ1台） 小型動力ポンプ1台）

護岸（改良）L=46m

離岸堤（新設）L=60m離岸堤・護岸（実施設
計・調査・測量）

工事（離岸堤 L=60m・
護岸 L=46m）

4．東浦漁港海岸高潮対策事業

5．よし川都市基盤河川改修事業

6．消防防災設備整備事業

〇災害に強いまちづくり

〇消防・救急体制の充実
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（単位：千円）

区分
新規
継続

継続 事業期間 担当課 道路課
予算書
（P）

179

（単位：千円）

区分
新規
継続

継続 事業期間 担当課 農林水産振興課
予算書
（P）

159

（単位：千円）

区分
新規
継続

継続 事業期間 担当課 農林水産整備課
予算書
（P）

161

４５,１５０千円

Ｒ2

－

補助事業 Ｈ３０～Ｒ４

通学路カラー舗装工事等 鬼橋町竹松町3号線ほか
　道路改良工事

カラー舗装工事

鬼橋町竹松町3号線ほか
　道路改良工事

カラー舗装工事

年 度 全 体 計 画 Ｒ1

県 補 助 金

Ｒ3以降

事 業 内 容

事 業 費 －

地 方 債 25,200 19,300

財

源

内

訳

国 庫 補 助 金 30,800 23,650

そ の 他

一 般 財 源 2,800 2,200

補助事業 Ｒ２

４５２,６９５千円

年 度 全 体 計 画 Ｒ1 Ｒ2

事 業 内 容

トマトハウス整備　2棟
きゅうりハウス整備　
１棟
もやし・カット野菜工場
移転

事 業 費 － － 452,695 －

財

源

内

訳

国 庫 補 助 金

県 補 助 金 429,789

そ の 他

地 方 債

19,680

　 ため池改修 　3か所

一 般 財 源 22,906

Ｈ２４～Ｒ４

１９,６８０千円

単独事業

年 度 全 体 計 画

－

事 業 内 容
　 水路改修      2か所

県営事業負担金

事 業 費 156,173 2,800

財

源

内

訳

国 庫 補 助 金

県 補 助 金

地 方 債 139,400 2,500 17,700

そ の 他

一 般 財 源 16,773 300 1,980

Ｒ3以降

58,800 45,150

県営事業負担金 県営事業負担金 県営事業負担金

Ｒ3以降Ｒ1 Ｒ2

7．通学路安全対策事業

8．野菜施設等整備事業

9．農村地域防災減災事業（大村北部地区）

〇交通安全と消費者保護の推進

〇魅力ある農林水産業の振興
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（単位：千円）

区分
新規
継続

継続 事業期間 担当課 道路課
予算書
（P）

163

耐震工事 耐震工事 耐震工事

（単位：千円）

区分
新規
継続

継続 事業期間 担当課 新幹線まちづくり課
予算書
（P）

115

整備新幹線負担金 建設負担金 建設負担金 建設負担金

負担区間　L=7km

（単位：千円）

区分
新規
継続

継続 事業期間 担当課 新幹線まちづくり課
予算書
（P）

115

家屋補償

Ｒ3以降

事 業 内 容

県営事業負担金

単独事業 Ｈ２４～Ｒ６

年 度 全 体 計 画 Ｒ1 Ｒ2

（大村レインボーロード
の橋りょう耐震対策）

事 業 費 242,968 26,000 13,000 77,039

財

源

内

訳

国 庫 補 助 金

県 補 助 金

地 方 債 218,490 23,400 11,700 69,300

そ の 他

一 般 財 源 24,478 2,600 1,300 7,739

単独事業 Ｈ２０～Ｒ４

年 度 全 体 計 画 Ｒ1 Ｒ2 Ｒ3以降

事 業 内 容

事 業 費 1,674,000 329,767 398,800 150,000

財

源

内

訳

国 庫 補 助 金

県 補 助 金

１,１９３,５９６千円

地 方 債 1,504,700 296,700 358,900 135,000

そ の 他

用地取得、家屋補償 施設整備 施設整備

一 般 財 源 169,300 33,067 39,900 15,000

補助事業 Ｈ２３～Ｒ８

実施設計 実施設計

施設整備

年 度 全 体 計 画 Ｒ1 Ｒ2 Ｒ3以降

事 業 内 容

基本構想・計画・設計

県 補 助 金

事 業 費 12,200,000 3,277,522 1,193,596 2,750,791

地 方 債 4,900,000 1,183,200 519,000 1,105,360

財

源

内

訳

国 庫 補 助 金 4,500,000 661,850 423,746

そ の 他

一 般 財 源 2,800,000 1,432,472 250,850 811,379

１３,０００千円

３９８,８００千円

実施設計業務委託等

施設整備 家屋補償

834,052

10．広域農道整備事業（県営事業負担金）

11．新幹線建設負担金事業

12．新幹線新大村駅（仮称）周辺整備事業

〇コンパクトで暮らしやすいまちづくり

- 31 -



（単位：千円）

区分
新規
継続

継続 事業期間 担当課 道路課
予算書
（P）

177

（単位：千円）

区分
新規
継続

継続 事業期間 担当課 道路課
予算書
（P）

177

拡幅改良

（単位：千円）

区分
新規
継続

継続 事業期間 担当課 道路課
予算書
（P）

179

定期点検

事 業 内 容

事 業 費 222,140 36,500

補助事業 Ｈ３０～Ｒ４

年 度 全 体 計 画 Ｒ1

115,899

財

源

内

訳

国 庫 補 助 金 106,055 17,500 25,500 55,190

県 補 助 金

地 方 債 108,900 19,000 28,000 54,600

そ の 他

Ｒ3以降

事 業 内 容

一 般 財 源 7,185 50 6,109

単独事業 －

年 度 全 体 計 画 Ｒ1 Ｒ2

国 庫 補 助 金

市道の局部改良及び

一 般 財 源

県 補 助 金

92,200 90,800地 方 債

10,197

補助事業 Ｈ２５～

－事 業 費 － 103,500 100,997

年 度 全 体 計 画 Ｒ1

そ の 他

11,300

財

源

内

訳

事 業 費 － 49,750 57,750 －

事 業 内 容

補修工事、定期点検 補修工事 補修工事・設計委託

　鬼橋

財

源

内

訳

国 庫 補 助 金 26,400 30,800

県 補 助 金

地 方 債 15,700 15,700

そ の 他

一 般 財 源 7,650

53,550

５７,７５０千円

５３,５５０千円

１００,９９７千円

Ｒ3以降Ｒ2

電線共同溝布設工事

平ノ前丸尾線ほか 広畠鉄砲山線ほか

電線共同溝布設工事 電線共同溝布設工事

Ｒ3以降Ｒ2

　鬼橋、矢次橋、1-13号

定期点検

長寿命化修正計画

11,250

電線共同溝布設工事

13．道路維持管理事業（社会資本整備総合交付金事業）

14．地方道路等整備事業

15．橋りょう維持管理事業

〇道路網の整備と公共交通の利便性の向上
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（単位：千円）

区分
新規
継続

継続 事業期間 担当課 道路課
予算書
（P）

181

（単位：千円）

区分
新規
継続

継続 事業期間 担当課 道路課
予算書
（P）

181

道路改良事業 用地・補償 道路改良工事

（単位：千円）

区分
新規
継続

継続 事業期間 担当課 道路課
予算書
（P）

185

道路整備　L=3,420ｍ 道路整備 道路整備 道路整備

用地補償　73,550㎡ 用地補償　 用地補償

家屋補償　116棟 家屋補償　 家屋補償 家屋補償

　歩道整備工事
   L=1,240m

単独事業 Ｈ２７～Ｒ２

年 度 全 体 計 画 Ｒ1 Ｒ2

県 補 助 金

Ｒ3以降

事 業 内 容

事 業 費 419,020 18,186

地 方 債 180,919 7,200 81,800

財

源

内

訳

国 庫 補 助 金 225,320 10,920

そ の 他 754

一 般 財 源 12,027 66 70

Ｒ3以降

事 業 内 容

単独事業 Ｈ３０～Ｒ８

年 度 全 体 計 画 Ｒ1 Ｒ2

事 業 費 707,195 70,304 2,003 567,928

財

源

内

訳

国 庫 補 助 金 495,036 40,777 397,549

県 補 助 金

地 方 債 159,100 23,900 500 127,700

そ の 他

一 般 財 源 53,059 5,627 1,503 42,679

単独事業 Ｈ２０～Ｒ３

１８,０００千円

年 度 全 体 計 画 Ｒ1 Ｒ2 Ｒ3以降

事 業 内 容
用地補償

事 業 費 1,454,133 56,000 18,000 45,500

財

源

内

訳

国 庫 補 助 金

県 補 助 金

地 方 債 1,315,800 50,400 16,200

そ の 他

一 般 財 源 138,333 5,600 1,800 4,600

８１,８７０千円

２,００３千円

乾馬場空港線 歩道整備工事 歩道整備工事

81,870 －

40,900

道路改良工事

16．乾馬場空港線整備事業

17．中里原町線整備事業

18．池田沖田線整備事業（県営事業負担金）
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（単位：千円）

区分
新規
継続

継続 事業期間 担当課 道路課
予算書
（P）

185

道路整備　L=577ｍ 用地補償　 用地補償

用地補償　6,642㎡ 家屋補償　 家屋補償

家屋補償　35戸 本工事 本工事

実施設計　

（単位：千円）

区分
新規
継続

継続 事業期間 担当課 都市計画課
予算書
（P）

183

（単位：千円）

区分
新規
継続

継続 事業期間 担当課 河川公園課
予算書
（P）

185

－

116,250

104,700

道路美装化工事 道路美装化工事

公園美装化工事

補助事業 Ｈ２２～Ｒ５

８０,１３０千円

県 補 助 金

Ｒ3以降

事 業 内 容

用地補償

家屋補償

国 庫 補 助 金 712,500 97,600 38,775

年 度 全 体 計 画 Ｒ1 Ｒ2

事 業 費 1,425,000 201,750 80,130 630,316

財

源

内

訳

地 方 債 641,250 93,200 37,200 255,200

そ の 他

一 般 財 源 71,250 10,950 4,155 28,443

補助事業 Ｈ２９～Ｒ８

３１,６００千円

事 業 費 － 24,522 31,600

年 度 全 体 計 画 Ｒ1 Ｒ2

上小路周辺地区
　公共施設修景整備
　修景施設助成

事 業 内 容

財

源

内

訳

国 庫 補 助 金 11,001 13,560

県 補 助 金

地 方 債 10,300 12,700

そ の 他

一 般 財 源 3,221 5,340

Ｒ3以降

事 業 内 容

公園施設・遊具更新

補助事業 H３０～Ｒ９

年 度 全 体 計 画 Ｒ1 Ｒ2

「大村市公園施設長寿
命化計画」に基づき、
市内51箇所（379施設）
の補修・更新を行う。

事 業 費 300,000 19,000 30,000 232,500

財

源

内

訳

国 庫 補 助 金 150,000 9,500 15,000

県 補 助 金

地 方 債 135,000 8,500 13,500

そ の 他

一 般 財 源 15,000 1,000 1,500 11,550

３０,０００千円

Ｒ3以降

346,673

公園施設・遊具更新 公園施設・遊具更新

19．竹松駅前原口線整備事業

20．街なみ環境整備事業

21．公園再整備事業

〇快適で暮らしやすい都市環境の整備
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（単位：千円）

区分
新規
継続

継続 事業期間 担当課 河川公園課
予算書
（P）

187

＜第１期分＞

用地補償

実施設計

施設整備

（単位：千円）

区分
新規
継続

継続 事業期間 担当課 建築課
予算書
（P）

189

（単位：千円）

区分
新規
継続

継続 事業期間 担当課 地域げんき課
予算書
（P）

111

「大村市営住宅長寿命
化計画」に基づき、老朽
化した市営住宅の改善
を実施。
・住戸改修工事
・住棟外壁改修工事等

三点給湯・手すり・浴槽
設置工事
　池田
外壁改修工事
　池田ほか
木造住宅解体工事

三点給湯・手すり・浴槽
設置工事
　池田
外壁改修工事
　久原、第二
エレベーター改修工事

Ｈ１３～Ｒ３

県 補 助 金

Ｒ3以降

事 業 内 容

補助事業

国 庫 補 助 金 1,575,033 75,000 75,000

年 度 全 体 計 画 Ｒ1

テニスコート整備 施設整備 施設整備

埋蔵文化財調査

財

源

内

訳

地 方 債 2,015,310 72,300 74,400

Ｒ2

そ の 他

事 業 費 3,967,590 180,375 157,750 230,250

一 般 財 源 377,247 33,075 8,350 29,050

補助事業 －

１３２,８０４千円

年 度 全 体 計 画 Ｒ1 Ｒ2 Ｒ3以降

事 業 内 容

事 業 費 － 189,961 132,804 －

財

源

内

訳

国 庫 補 助 金 66,971

県 補 助 金

地 方 債 107,700 67,000

そ の 他

一 般 財 源 15,290 10,976

事 業 内 容

単独事業 Ｈ２７～Ｒ４

年 度 全 体 計 画 Ｒ1

県 補 助 金

71

事 業 費 206,345 38,131 22,105 42,971

地 方 債 152,300 33,800 22,100 42,900

財

源

内

訳

国 庫 補 助 金

そ の 他

一 般 財 源 54,045 4,331 5

Ｒ2

54,828

１５７,７５０千円

６出張所の維持管理のため
に、必要な箇所（老朽化及
び破損個所）の改修工事を
実施。

２２,１０５千円

91,700

Ｒ3以降

109,500

三浦出張所空調入替工事
実施設計

松原出張所空調入替工事

三浦出張所空調入替工事

鈴田出張所空調入替工事
実施設計

鈴田出張所空調入替工事

鈴田出張所外壁改修工事

松原出張所空調入替工事
実施設計

竹松出張所空調入替工事

22．総合運動公園整備事業

23．ストック改善事業

24．出張所整備改修事業

〇その他
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※全体計画の事業費については現時点のものであり、今後、国・県の制度の動向や事業内容の見直し等により、変更することが
あります。



 

 平成 30 年度に設置したモーターボート競走事業収益基金から 15 億円を取崩し、下記

の事業に活用します。 

 

 

※モーターボート競走事業収益基金は特定財源ではありませんので、予算書の財源内訳に

は一般財源として記載しています。

 

 大村市ふるさとづくり寄附金は、本市の将来像である「～行きたい、働きたい、住み続

けたい～ しあわせ実感都市 大村」実現のため定める、6 つの基本目標に資する下記の

事業に活用します。 

（平成 30 年 4 月 1 日から平成 31 年 3 月 31 日までの寄附金受け入れ実績額） 

10 ふるさとづくり寄附金活用事業 

平成 30 年度寄附金額  ２６１，６７０千円

９ ﾓｰﾀｰﾎﾞｰﾄ競走事業収益基金活用事業 

（千円）

事　業　名 担当課 活用額
予算書
（P）

新幹線新大村駅（仮称）周辺整備事業 新幹線まちづくり課 250,850 115

小・中学校校舎等整備事業 教育総務課 85,948
197
199

体育文化センター設備改修事業 文化振興課 26,606 207

公債費（民生債、教育債、消防債、土木債） 財政課 1,136,596 215

合　計 1,500,000

（千円）

担当課 充当額
予算書
（P）

49,803

待機児童解消緊急保育士確保事業 こども政策課 16,045 139

乳幼児健康相談事業 こども家庭課 939 147

3世代同居・近居促進事業 建築課 2,200 175

小学校教育用ICT機器活用事業 学校教育課 10,379 197

基本目標・事業名

人を育むまち
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※令和２年度のふるさとづくり寄附金活用額は、平成 30 年度の寄附金額から返礼品な

どの諸経費を控除した金額です。

担当課 充当額
予算書
（P）

小学校施設環境改善事業 教育総務課 1,040 197

特色ある教育活動推進事業 学校教育課 383 197

放課後子ども教室推進事業 社会教育課 468 201

子ども芸術文化活動事業 文化振興課 6,349 203

図書等整備事業（図書購入費） 社会教育課 12,000 203

43,670

生活困窮者自立相談支援事業 福祉総務課 4,063 135

法定予防接種等接種事業 こども家庭課 39,607 147

8,841

高齢者安全運転支援装置設置促進事業 安全対策課 2,000 117

歩道段差解消事業 道路課 1,000 177

交通安全施設整備事業（単独事業） 道路課 4,721 179

地域防災推進事業 安全対策課 1,120 193

22,620

大村の農業を新たに担う「担い手」づくり事業 農林水産振興課 13,000 159

大村湾イカの島づくり事業 農林水産振興課 1,250 165

特産品販路開拓事業 観光振興課 4,518 171

インキュベーション施設整備事業 商工振興課 1,961 171

グリーン・ツーリズム推進事業 観光振興課 1,891 171

16,040

ごみステーション整備推進事業 環境センター 6,147 151

ふれあい収集事業 環境センター 3,969 153

地域公共交通確保維持改善事業 商工振興課 4,656 169

さくらの里づくり事業 河川公園課 1,268 183

2,000

住民主導型地域活性化事業 地域げんき課 2,000 117

142,974

持続可能な行財政運営と市民協働の推進

合　計

健康でいきいきと暮らせるまち

安全・安心なまち

活力に満ちた産業のまち

機能的で環境と調和したまち

基本目標・事業名
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（１）国民健康保険事業特別会計

１ 予算の概要 

 令和２年度の被保険者数（全体）は、１８，１５７人を見込んでいます。ここ数年減少傾向

にあり、６５歳以上の前期高齢者についても減少を見込んでいます。 

 国民健康保険税は、被保険者数が減少しているものの、被保険者世帯の所得の増などにより、

増加を見込んでいます。 

 平成３０年度から国保事業が広域化（都道府県化）され、県が財政運営の責任主体となりま

した。これに伴い、県から提示された国民健康保険事業費納付金を国民健康保険税や繰入金等

を財源に納付しています。また、支出した保険給付費に対しては、県支出金として全額が県か

ら交付されます。予算総額は、前年度と比べ０．３％増加しています。 

【国民健康保険税収納率の推移】

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度
現年度分 94.41% 95.17% 95.15% 95.20% 95.20%
滞納繰越分 31.62% 28.31% 25.93% 27.06% 27.04%

合　　計 81.02% 82.98% 84.18% 85.39% 87.06%
※令和元年度及び令和２年度は見込

２ 歳入歳出予算額前年度比較 

【歳入】    （単位：千円、％） 

款 令和２年度 令和元年度 増減額 増減率

国民健康保険税 1,719,539 1,684,751 34,788 2.1
使用料及び手数料 1,301 1,701 △ 400 △ 23.5
国庫支出金 2,355 1 2,354 235,400.0
県支出金 6,724,491 6,676,449 48,042 0.7
財産収入 1 1 0 0.0
繰入金 757,630 815,027 △ 57,397 △ 7.0
繰越金 1 1 0 0.0
諸収入 23,142 25,052 △ 1,910 △ 7.6

合　　　計 9,228,460 9,202,983 25,477 0.3

【歳出】   （単位：千円、％） 

款 令和２年度 令和元年度 増減額 増減率

総務費 42,440 39,119 3,321 8.5
保険給付費 6,594,863 6,565,884 28,979 0.4
国民健康保険事業費納付金 2,460,536 2,459,583 953 0.0
財政安定化基金拠出金 1 1 0 0.0
保健事業費 103,069 90,845 12,224 13.5
基金積立金 1 1 0 0.0
諸支出金 7,550 7,550 0 0.0
予備費 20,000 40,000 △ 20,000 △ 50.0

合　　　計 9,228,460 9,202,983 25,477 0.3

１１ 特別会計・企業会計の状況 
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5,000
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15,000
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25,000

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

20,000
19,359 18,862 18,424 18,157

8,285 8,400 8,524 8,593 8,484

【単位：人】
被保険者数

全体 前期高齢者

5,000

5,200

5,400

5,600

5,800

6,000

6,200

6,400

6,600

6,800

7,000

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

6,501 

6,741 
6,804 

6,566  6,595 
6,675  6,662  6,605 

7,007 

【単位：百万円】
保険給付費

予算額（当初） 決算額（見込み）
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（２）後期高齢者医療事業特別会計 

１ 予算の概要 

   平成２０年４月から後期高齢者医療制度が施行され、高齢者（７５歳以上及び一

定以上の障がいを持つ６５歳以上の方）の医療の給付は、県内の２１市町で構成する

長崎県後期高齢者医療広域連合が行っています。 

  後期高齢者医療事業特別会計では、被保険者に賦課される保険料の収入、広域連合

へ支出する保険料納付金及び共通経費負担金、その他事務費を計上しています。 

令和２年度は、保険料の改定の年に当たり（2 年毎）、保険料率が上がっています。 

また、前年度と比較し被保険者数が増加しているため、歳入では保険料が、歳出で

は広域連合納付金が増加しています。 

なお、広域連合に対する療養給付費負担金（市負担は１／１２）については、一般

会計予算で計上しています。 

 
※後期高齢者医療被保険者数   １１，３４９人 令和元年１２月末現在 

 

【後期高齢者医療保険料収納率の推移】 

 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

現年度分 99.55% 99.49% 99.55% 99.50% 99.52% 

滞納繰越分 41.10% 43.71% 41.95% 47.74% 45.11% 

合  計 99.08% 99.08% 99.11% 99.08% 99.06% 

       ※ 令 和 元 年 度 及 び 令 和 ２ 年 度 は 見 込  

 

 

２ 歳入歳出予算額前年度比較 

【歳入】                                                  （単位：千円、％） 

款 令和 2 年度 令和元年度 増減額 増減率 

後期高齢者医療保険料 778,833 752,784 26,049 3.5 

使用料及び手数料 100 100 0 0.0 

繰入金 264,282 251,520 12,762 5.1 

繰越金 1 1 0 0.0 

諸収入 2,495 2,416 79 3.3 

合   計 1,045,711 1,006,821 38,890 3.9 

 

 
【歳出】                         （単位：千円、％） 

款 令和２年度 令和元年度 増減額 増減率 

総務費 29,116 32,760 △3,644 △11.1 

後期高齢者医療広域連合納付金 1,013,958 971,502 42,456 4.4 

諸支出金 2,437 2,359 78 3.3 

予備費 200 200 0  0.0 

合   計 1,045,711 1,006,821 38,890 3.9 
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（３）介護保険事業特別会計 

 

１ 予算の概要 

本市の高齢者人口及び要支援・要介護認定者数は増加を続けており、令和元年度の同時期と

比較して高齢者人口は 2.７%増の 24,520 人、要支援・要介護認定者数は 2.8%増の 4,321

人で推計しています。 

介護保険給付費は、前年度当初予算と比較して 0.3%の減で推計しています。ただし、過去

の給付費実績の前年度比伸び率を勘案して推計した、令和元年度の給付実績見込と比較すると、

2.6%の増を見込んでいます。 

地域支援事業は、今後も高齢者人口の増加が見込まれることから、様々な介護予防、地域見

守りネットワークの構築や認知症施策の推進など、本市の特性を生かした地域ケアシステムの

深化に向け積極的に取り組みます。 

保険料収入は、国が進める低所得者保険料軽減の対象者が第 1 段階から第 3 段階まで拡充さ

れたことに伴い、前年度当初予算と比較して 2.1%の減を見込んでいます。                

 

 

【介護保険料収納率の推移】

※ 現年度分…令和元年度は見込、令和2年度は第7期計画値

滞納繰越分…令和元年度及び令和2年度は見込

令和2年度

98.60%

42.68%

97.88%

99.12%

49.51%43.14%41.75%

令和元年度

33.16%

99.15%

平成30年度

98.39%

平成29年度

滞納繰越分

98.13%

平成28年度

98.59% 98.86%現年度分

合　　計 96.85% 97.47%

 

２ 歳入歳出予算額前年度比較  

  

【歳入】 （単位：千円、%）

【歳出】 （単位：千円、%）

令和2年度 令和元年度 増減 増減率款

保険事業勘定

1,544,881 1,578,328 △ 33,447 △ 2.1

496 604 △ 108 △ 17.9

1,649,396 1,684,215 △ 34,819 △ 2.1

1,779,346 1,789,541 △ 10,195 △ 0.6

0.0

930,223 934,463 △ 4,240 △ 0.5

571 80 491 613.8

7,077,550 15,788 0.2

1,187,757 1,089,498 98,259 9.0

1 1 0

50,132 50,245 △ 113 △ 0.2

667 820 △ 153 △ 18.7

7,093,338

72,481 4,448 6.1

26,702 22,134 4,568 20.6

1 1 0

県支出金

支払基金交付金

94 101 △ 7 △ 6.9

0.0

国庫支出金

使用料及び手数料

保険料

サービス収入

サービス事業勘定

合　　計

諸収入

繰越金

繰入金

財産収入

合　　計

諸収入

繰越金

繰入金

款 令和2年度

76,929

令和元年度 増減 増減率

219,572 211,908 7,664 3.6

6,327,720 6,346,141 △ 18,421 △ 0.3

435,152 440,234 △ 5,082 △ 1.2

10,732 10,212 520 5.1

95,660 64,553 31,107 48.2

2,502 2,502 0 0.0

2,000 2,000 0 0.0

7,093,338 7,077,550 15,788 0.2

71,808 67,122 4,686 7.0

0 0.0

4,621 4,859 △ 238 △ 4.9

基金積立金

76,929 72,481 4,448 6.1合　　計

諸支出金

予備費 500 500

保健福祉事業費

地域支援事業費

保険給付費

総務費

保険事業勘定

事業費

サービス事業勘定

合　　計

予備費

諸支出金
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【単位：百万円】

決算額 決算額 決算額 決算見込 当初予算額

805 814 843 848 853

418 463 443 463 483

789 889 981 977 973

571
546 552 603 658

440
441

473 475 477475
496

482 515 550313
323

317
322

327
3,811

3,972
4,091

4,203
4,32122,144

22,783
23,390 23,884
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0
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2,000
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3,500

4,000
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0
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25,000

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度見込

高齢者人口(第1号被保険者数)・介護認定者数

要介護5

要介護4

要介護3

要介護2

要介護1

要支援2

要支援1

････●････
高齢者人口
(第1号被保険者
数)

高齢者人口(第１号被保険者数)：各年度の9月末日現在の住民基本台帳人口 （※令和2年度は、見込数≪H30⇒R1伸び率≫）

介護認定者数：各年度の9月末日現在の実績数（※令和2年度は、見込数≪H30⇒R1伸び率≫）

【単位：人】
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（４）工業団地整備事業特別会計 

 

１ 予算の概要 

  第 2 大村ハイテクパークは、平成２９年１月から造成工事に着手、平成３１

年３月に工事が完了し、同年 4 月から分譲を開始しました。 

令和 2 年度は、市債の償還及び令和元年 7 月の大雨により一部崩壊した法面

復旧工事を実施します。 

分譲地の早期完売を目指し、引き続き、誘致活動に取り組みます。   

 

 

２ 歳入歳出予算額前年度比較 

【歳入】                       （単位：千円、％） 

款 令和２年度 令和元年度 増減 増減率 

県支出金 257 230 27 11.7 

財産収入 1 1 0 0.0 

繰入金 3,345 6,024 △2,679 △44.5 

市債 196,900 0 196,900 皆増 

合  計 200,503 6,255 194,248 3,105.5 

 

 

【歳出】                       （単位：千円、％） 

款 令和２年度 令和元年度 増減 増減率 

公債費 3,503 6,255 △2,752 △44.0 

工業団地整備費 196,900 0 196,900 皆増 

予備費 100 0 100 皆増 

合  計 200,503 6,255 194,248 3,105.5 
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（５）病院事業会計 
 

１ 予算の概要 

病院事業は、利用料金制を採用した指定管理者制度を導入しており、診療報

酬等の料金収入がないため、一般会計繰入金を主な財源とした収支となってい

ます。 

収益的収入が前年度と比較して増加している主な要因は、病院改築に係る企

業債の元金償還が一部開始したこと、令和元年度の医療機器購入による企業債

の元金償還が開始したことにより、医業外収益である長期前受金戻入が増加し

たことによるものです。また、収益的支出が前年度と比較して増加している主

な要因は、病院改築に係る外構整備等の減価償却費が増加したことによるもの

です。 

また、資本的収入及び支出が前年度と比較して減少している主な要因は、医

療機器の購入の金額が前年度に比べ減少したことによるものです。 

 

２ 収益的収入及び支出前年度比較（消費税等込） 

【収入】                                                 （単位：千円、％） 

款 項 令和２年度 令和元年度 増減額 増減率

病院事業収益 医業外収益 536,439 489,710 46,729 9.5

536,439 489,710 46,729 9.5合　　計  
 

【支出】                        （単位：千円、％） 

款 項 令和２年度 令和元年度 増減額 増減率

医業費用 721,733 674,941 46,792 6.9

医業外費用 56,035 61,676 △ 5,641 △ 9.1

特別損失 1 1 0 0.0

予備費 10,000 10,000 0 0.0

787,769 746,618 41,151 5.5合　　計

病院事業費用

 
 

 

３ 資本的収入及び支出前年度比較（消費税等込） 

【収入】                        （単位：千円、％） 

款 項 令和２年度 令和元年度 増減額 増減率

企業債 21,200 38,400 △ 17,200 △ 44.8

他会計負担金 481,504 465,692 15,812 3.4

502,704 504,092 △ 1,388 △ 0.3合　　計

資本的収入

 
  

【支出】                        （単位：千円、％） 

款 項 令和２年度 令和元年度 増減額 増減率

建設改良費 21,230 38,480 △ 17,250 △ 44.8

企業債償還金 481,474 465,612 15,862 3.4

予備費 10,000 10,000 0 0.0

512,704 514,092 △ 1,388 △ 0.3合　　計

資本的支出
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（６）水道事業会計 
 

１ 予算の概要 

令和２年度の主な事業として、「大村市上下水道事業中期経営計画（Ｈ２８～

Ｈ３２）」に基づき、配水管敷設工事、老朽管敷設替工事、松原水源の浄水処理

変更事業及び野田地区の民営水道を統合する事業を実施します。 

収益的収入及び支出において、収入が前年度と比較して増加している主な要

因は、水道料金の収入の増加によるものです。支出が前年度と比較して減少し

ている主な要因は、減価償却費の減少によるものです。 

また、資本的収入及び支出において、前年度と比較して増加している主な要

因は、松原浄水場紫外線処理設備工事や野田地区配水管敷設工事による建設改

良費の増加とこれに伴う企業債の借入額の増加によるものです。 

 

２ 収益的収入及び支出予算額（消費税等込） 

【収入】                                             （単位：千円、％） 

款 項 令和２年度 令和元年度 増減額 増減率

営業収益 2,201,962 2,141,554 60,408 2.8

営業外収益 253,114 245,288 7,826 3.2

特別利益 3 3 0 0.0

2,455,079 2,386,845 68,234 2.9合　　計

水道事業収益

 
【支出】                                             （単位：千円、％） 

款 項 令和２年度 令和元年度 増減額 増減率

営業費用 1,791,751 1,847,097 △ 55,346 △ 3.0

営業外費用 241,106 252,633 △ 11,527 △ 4.6

特別損失 1,436 1,109 327 29.5

予備費 10,000 10,000 0 0.0

2,044,293 2,110,839 △ 66,546 △ 3.2合　　計

水道事業費用

 

３ 資本的収入及び支出予算額（消費税等込） 

【収入】                                             （単位：千円、％） 

款 項 令和２年度 令和元年度 増減額 増減率

企業債 842,700 810,000 32,700 4.0

他会計負担金 11,540 7,540 4,000 53.1

出資金 0 303 △ 303 皆減

補助金 123,211 111,243 11,968 10.8

工事負担金 123,449 114,540 8,909 7.8

固定資産売却代金 1 1 0 0.0

寄附金 1 1 0 0.0

加入金 45,258 44,959 299 0.7

1,146,160 1,088,587 57,573 5.3合　　計

資本的収入

 
【支出】                                             （単位：千円、％） 

款 項 令和２年度 令和元年度 増減額 増減率

建設改良費 1,423,522 1,262,410 161,112 12.8

企業債償還金 844,191 831,205 12,986 1.6

予備費 10,000 10,000 0 0.0

2,277,713 2,103,615 174,098 8.3合　　計

資本的支出
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（７）工業用水道事業会計 
 

１ 予算の概要 

  令和２年度の主な事業として、工業用水の送水管等の整備及び送水ポンプの

更新を実施します。 

 収益的収入及び支出において、収入が前年度と比較して増加している主な要

因は、一般会計補助金の増加によるものです。支出が前年度と比較して増加し

ている主な要因は、事業変更届出書の作成に伴う委託料の増加によるものです。 

 また、資本的収入及び支出において、前年度と比較して減少している主な要

因は、新工業団地関連の建設改良費の減少とこれに伴う企業債の借入額の減少

によるものです。 

 

２ 収益的収入及び支出予算額（消費税等込） 

【収入】                                                 （単位：千円、％） 

款 項 令和２年度 令和元年度 増減額 増減率

営業収益 149,960 147,637 2,323 1.6

営業外収益 74,179 78,008 △ 3,829 △ 4.9

特別利益 3 3 0 0.0

224,142 225,648 △ 1,506 △ 0.7合　　計

工業用水道事業収益

  

 

【支出】                                                 （単位：千円、％） 

款 項 令和２年度 令和元年度 増減額 増減率

営業費用 253,727 249,620 4,107 1.6

営業外費用 18,432 18,912 △ 480 △ 2.5

特別損失 3 3 0 0.0

予備費 1,000 1,000 0 0.0

273,162 269,535 3,627 1.3合　　計

工業用水道事業費用

 
 

 

３ 資本的収入及び支出予算額（消費税等込） 

【収入】                                                 （単位：千円、％） 

款 項 令和２年度 令和元年度 増減額 増減率

企業債 174,200 337,000 △ 162,800 △ 48.3

補助金 72,434 79,656 △ 7,222 △ 9.1

工事負担金 1 1 0 0.0

固定資産売却代金 1 1 0 0.0

246,636 416,658 △ 170,022 △ 40.8

資本的収入

合　　計  
 
【支出】                                                 （単位：千円、％） 

款 項 令和２年度 令和元年度 増減額 増減率

建設改良費 218,745 345,743 △ 126,998 △ 36.7

企業債償還金 83,755 91,100 △ 7,345 △ 8.1

予備費 2,000 2,000 0 0.0

304,500 438,843 △ 134,343 △ 30.6合　　計

資本的支出
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（８）下水道事業会計 
 

１ 予算の概要 

   令和２年度の主な事業として、「大村市上下水道事業中期経営計画（Ｈ２８～

Ｈ３２）」に基づき、汚水管及び雨水管布設工事（４，０４４ｍ）、大村浄水管

理センター汚泥脱水設備（機械・電気）改築工事及びマンホールトイレの整備

を実施します。 

  収益的収入及び支出において、収入が前年度と比較して減少している主な要

因は、長期前受金戻入の減少によるものです。支出が前年度と比較して減少し

ている主な要因は、改築工事及び移設工事に伴う固定資産除却費の減少による

ものです。 

  また、資本的収入及び支出が前年度と比較して減少している主な要因は、大

村浄水管理センター汚泥脱水設備（機械・電気）改築工事の事業費の減少とこ

れに伴う企業債及び交付金の減少によるものです。 

 

２ 収益的収入及び支出予算額（消費税等込） 

【収入】                                     （単位：千円、％） 

款 項 令和２年度 令和元年度 増減額 増減率

営業収益 2,042,620 1,993,688 48,932 2.5

営業外収益 1,022,817 1,108,134 △ 85,317 △ 7.7

特別利益 3 3 0 0.0

3,065,440 3,101,825 △ 36,385 △ 1.2

下水道事業収益

合　　計

 【支出】                       （単位：千円、％） 

款 項 令和２年度 令和元年度 増減額 増減率

営業費用 2,351,600 2,398,471 △ 46,871 △ 2.0

営業外費用 289,443 287,256 2,187 0.8

特別損失 1,241 1,077 164 15.2

予備費 10,000 10,000 0 0.0

2,652,284 2,696,804 △ 44,520 △ 1.7

下水道事業費用

合　　計

 

３ 資本的収入及び支出予算額（消費税等込） 

【収入】                       （単位：千円、％） 

款 項 令和２年度 令和元年度 増減額 増減率

企業債 682,100 800,222 △ 118,122 △ 14.8

負担金 108,262 119,588 △ 11,326 △ 9.5

補助金 103,864 112,330 △ 8,466 △ 7.5

固定資産売却代金 2 2 0 0.0

交付金 276,125 489,412 △ 213,287 △ 43.6

寄附金 1 1 0 0.0

1,170,354 1,521,555 △ 351,201 △ 23.1

資本的収入

合　　計

 【支出】                                              （単位：千円、％） 

款 項 令和２年度 令和元年度 増減額 増減率

建設改良費 1,364,082 1,562,005 △ 197,923 △ 12.7

企業債償還金 1,175,253 1,188,730 △ 13,477 △ 1.1

予備費 10,000 10,000 0 0.0

2,549,335 2,760,735 △ 211,400 △ 7.7

資本的支出

合　　計
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（９）農業集落排水事業会計 
 
１ 予算の概要 

令和２年度の主な事業として、九州新幹線建設に伴う汚水管移設工事やマン

ホールトイレ整備を実施します。 

収益的収入及び支出において、前年度と比較して減少している主な要因は、

企業債の償還利息の減少とこれに伴う一般会計補助金の減少によるものです。 

資本的収入及び支出において、収入が前年度と比較して増加している主な要

因は、一般会計補助金の増加によるものです。支出が前年度と比較して減少し

ている主な要因は、企業債償還額の減少によるものです。    

 

２ 収益的収入及び支出予算額（消費税等込） 

【収入】                                   （単位：千円、％） 

款 項 令和2年度 平成31年度 増減額 増減率

営業収益 95,384 94,719 665 0.7

営業外収益 329,317 335,692 △ 6,375 △ 1.9

特別利益 3 3 0 0.0

424,704 430,414 △ 5,710 △ 1.3

農業集落排水
事業収益

合　　計  

【支出】                       （単位：千円、％） 

款 項 令和2年度 平成31年度 増減額 増減率

営業費用 334,987 330,894 4,093 1.2

営業外費用 50,063 55,760 △ 5,697 △ 10.2

特別損失 107 67 40 59.7

予備費 500 500 0 0.0

385,657 387,221 △ 1,564 △ 0.4

農業集落排水
事業費用

合　　計

  

３ 資本的収入及び支出予算額（消費税等込） 

【収入】                       （単位：千円、％） 

款 項 令和2年度 平成31年度 増減額 増減率

企業債 0 9,000 △ 9,000 皆減

分担金 5,734 5,742 △ 8 △ 0.1

補助金 126,327 107,632 18,695 17.4

固定資産売却代金 1 1 0 0.0

132,062 122,375 9,687 7.9

資本的収入

合　　計

 
【支出】                       （単位：千円、％） 

款 項 令和2年度 平成31年度 増減額 増減率

建設改良費 11,141 8,063 3,078 38.2

企業債償還金 245,724 252,089 △ 6,365 △ 2.5

予備費 2,000 2,000 0 0.0

258,865 262,152 △ 3,287 △ 1.3

資本的支出

合　　計  
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（１０）モーターボート競走事業会計 
 
１ 予算の概要 

（１）売上額 

○大村開催売上額 １,000 億円（前年度予算比 25.0％増） 

・ＳG「第６７回ボートレースダービー」（10/20～10/25） 

・GⅠ「開設６８周年記念競走」（6/4～6/9） 

・GⅠ「第６７回九州地区選手権競走」（2/8～２/13） 

・GⅡ「第２４回モーターボート誕生祭」（7/28～8/2） 

○他場開催売上額 236.4 億円（前年度予算比 9.2％増） 

 

（２）単年度純利益（税抜き） 50.7 億円（前年度予算比 58.4％増） 

 

２ 収益的収入及び支出前年度比較（消費税等込） 

 【収入】     （単位：千円、％） 

款 項 令和２年度 令和元年度 増減額 増減率

営業収益 131,178,243 108,644,658 22,533,585 20.7

営業外収益 51,463 76,112 △24,649 △32.4

特別利益 3 1 2 200.0

131,229,709 108,720,771 22,508,938 20.7

モーターボート
競走事業収益

合　　　計  

  【支出】                        （単位：千円、％） 

款 項 令和２年度 令和元年度 増減額 増減率

営業費用 125,301,926 105,414,450 19,887,476 18.9

営業外費用 14,362 14,479 △117 △0.8

特別損失 768,002 1 768,001 76,800,100.0

予備費 20,000 20,000 0 0.0

126,104,290 105,448,930 20,655,360 19.6

モーターボート
競走事業費用

合　　　計  
 

３ 資本的収入及び支出前年度比較（消費税等込） 

【収入】     （単位：千円、％） 

款 項 令和２年度 令和元年度 増減額 増減率

基金取崩収入 900,000 0 900,000 皆増

建設改良負担金 0 8,800 △8,800 皆減

900,000 8,800 891,200 10,127.3合　　　計

資本的収入

 

【支出】     （単位：千円、％） 

款 項 令和２年度 令和元年度 増減額 増減率

建設改良費 660,815 1,080,825 △420,010 △38.9

投資 500,001 3,000,001 △2,500,000 △83.3

企業債償還金 502,096 602,082 △99,986 △16.6

利益剰余金繰出金 0 1,500,000 △1,500,000 皆減

予備費 100,000 100,000 0 0.0

1,762,912 6,282,908 △4,519,996 △71.9

資本的支出

合　　　計  
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